
 

 

 
 

経済広報センター グローバル地域研究シリーズ＜第３回＞ 

講演会「中国の一帯一路とユーラシア」を開催 

 

開 催 日： 2018 年６月 21 日(木) 

場   所： 経団連会館 

来   賓： 津上 俊哉 日本国際問題研究所 客員研究員（現代中国研究家） 

  

経済広報センターは、今年度新たにスタートさせたプログラム「グローバル地域研

究シリーズ」の第３回会合として、６月 21 日、日本国際問題研究所客員研究員で現

代中国研究家の津上俊哉氏を招き、「中国の一帯一路とユーラシア」と題する講演会

を開催した。 

昨年開催された中国共産党第 19 回全

国代表大会において、習近平国家主席は

「社会主義現代化を 15 年前倒して 2035

年に実現、建国 100 年にあたる 21 世紀

半ばを目処に中華民族の偉大な復興(世

界一の国への復帰)という中国の夢を実

現する」と宣言した。加えて、2015 年

に中国国務院が産業政策「中国製造

2025」を発表するなか、中国のハイテク

産業は急成長しＩＴ化が急速に進展している。これらを背景に、津上氏はまず「米

国や欧州は中国の経済的、技術的台頭を脅威に感じ、中国に対する不信感と警戒感

を強めている」と指摘した。 

中国が進める広域経済圏構想「一帯一路」に対しては、「外交プロパガンダとして

は空前の大成功を収めた」としつつ、「喧伝され始めた４年前と比べ、投資損失や不

良債権化を恐れた慎重な運用へと変貌している」との見解を示した。一方、中国が

主導するアジアインフラ投資銀行(ＡＩＩＢ)に対し日本国内の一部に懐疑的な見方

があることについては、「スリランカのハンバントゥタ港の債務問題は、過去 20 年

近く開発金融を続けてきた中国国家開発銀行や中国輸出入銀行の債務保全行動に責

任があることは知られていない」と指摘した。 

日本がこれからどのように一帯一路に対処していくべきかについては、「国際法に

準拠したかたちで進めるよう中国に働き掛けるべきだ」としたうえで、「一帯一路沿



 

 

線国を含め、融資を受ける国々にどの程度の負債償還能力があるかは、多国間でモ

ニターすべきだ」と強調。あわせて、「中国は外交上、孤立することを非常に嫌う国

なので、このような局面で流れを変えるインパクトのある政策を目指すなら、中国

として経済協力開発機構(ＯＥＣＤ)に加盟して、一帯一路もＯＥＣＤで一緒に進め

るよう日本から働き掛けたらどうか」と提起した。 

津上氏は、「中国は世界と折り合っていけるか」というポイントについて、「中国が

社会主義現代化強国を目指して突き進めば、米欧など西側諸国と決裂しかねない」と

指摘し、「このままでは、世界の自由貿易体制が終焉を迎えるのではないかと危惧す

る。『米中ハイテク冷戦』といわれる事態の深刻化や貿易戦争の危機にすでにその兆

候がみられる」と締めくくった。 

以 上 
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